
東京青果株式会社

38,417,540 6,571,031

22,079,649 4,309,203

現 金 及 び 預 金 16,386,309 1,211,683

売 掛 金 4,157,921 808,374

有 価 証 券 871,503 1,301

買 付 商 品 44,654 946,420

前 払 費 用 219,277 611,754

短 期 貸 付 金 276,375 206,471

未 収 入 金 116,876 44,007

そ の 他 30,025 152,738

貸 倒 引 当 金 △ 23,293 14,052

277,408

34,991

16,337,891 2,261,827

有形固定資産 6,457,861 4,116

建 物 3,047,544 283,804

構 築 物 337,004 205,704

機 械 及 び 装 置 226,205 1,328,939

車 両 運 搬 具 25,897 368,413

器 具 備 品 131,463 70,849

土 地 2,684,266 31,846,509

リ ー ス 資 産 5,479 30,471,938

478,000

無形固定資産 687,334 1,505

電 話 加 入 権 13,087 資 本 準 備 金 1,505

ソ フ ト ウ ェ ア 599,106

リ ー ス 資 産 808  利 益 剰 余 金 29,992,433

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 74,332  利 益 準 備 金 119,500

投資その他の資産 9,192,694  その他利益剰余金 29,872,933

投 資 有 価 証 券 6,430,119 買換資産圧縮積立金 600,617

関 係 会 社 株 式 1,328,241 収用等資産圧縮積立金 225,034

出 資 金 5,107 別 途 積 立 金 26,908,550

長 期 貸 付 金 1,084,990 繰 越 利 益 剰 余 金 2,138,731

長 期 前 払 費 用 74,372

そ の 他 319,184 1,374,571 )

貸 倒 引 当 金 △ 49,319 1,374,571

38,417,540 38,417,540

※記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

 資    本    金
 資 本 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

株 主 資 本

役 員 賞 与 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債
リ ー ス 債 務
長 期 預 り 保 証 金
繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
資 産 除 去 債 務
純 資 産 の 部

賞 与 引 当 金

流 動 資 産 流 動 負 債
受 託 販 売 未 払 金

買 掛 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
預 り 金
前 受 収 益

貸 借 対 照 表
（2021年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部
資 産 の 部 負 債 の 部
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東京青果株式会社

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

   （1）有価証券の評価方法は次の方法によっております。
        子会社及び関連会社株式……………… 総平均法に基づく原価法
        その他有価証券(時価のあるもの)…… 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入
                        　   　　　 　　　 法により処理し、売却原価は総平均法により算定)
　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　 なお、組込デリバティブを区分して測定することが出来ない複合
                                           金融商品については、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上
                                           しております。
　　        　同　  　(時価のないもの)…… 総平均法に基づく原価法

    （2）たな卸資産（買付商品）の評価方法は先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
　　　　く簿価切下げの方法により算定）によっております。

    （3）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は次の方法によっております。
         建物及び構築物  …………………　　定額法
         上記以外の有形固定資産  ………　　定率法
　　　　なお、耐用年数及び残存価額は、法人税法の定めと同一の基準によっております。

    （4）無形固定資産（リース資産を除く）の償却方法は定額法によっております。
         ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基づき、残存価額を零とする定額
　　　　 法により償却しております。       

    （5）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数
　　　　 とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

    （6）貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を勘案した
         貸倒損失の将来発生見込率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
　     　込額を計上しております。

　　（7）賞与引当金は従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しており
         ます。

　　（8）役員賞与引当金は役員に対する賞与の支給に備えるため、当期の負担すべき支給見込額を計上しており
         ます。

    （9）退職給付引当金は、従業員に対する退職給付金の支給に備えるため、会社負担の一時金制度について、
         簡便法により当事業年度末における退職給付債務の見込額（自己都合により退職する場合の期末要支給
         額相当額）を計上しております。

 　（10）役員退職慰労引当金は役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計
         上しております｡

   （11）消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

個 別 注 記 表
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東京青果株式会社

２．重要な会計上の見積り
　繰延税金資産の回収可能性
（1）当年度の財務諸表に計上した金額
　　　繰延税金資産（純額）      　△205,704千円
　　（繰延税金負債と相殺前の金額は、778,900千円であります。）

（2）財務諸表利用者の理解に資するその他の情報
    ①算出方法
       将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニングに基
　 　　づき、繰延税金資産の回収可能性を判断し、スケジューリング可能な将来減算一時差異に対し
       て繰延税金資産を計上しております。
　 　　課税所得の見積りは経営計画を基礎としております。
　  ②主要な仮定
       課税所得の見積りの基礎となる経営計画における主要な仮定は、過年度販売実績に基づく予想
　　 　販売数量及び予想販売単価であり、翌年度以降の当社の経営環境に著しい変化を見込んでおり
       ません。
　　③翌年度の財務諸表に与える影響
　　   青果物市場取引は天候によって影響を受けるため、主要な仮定である過年度販売実績に基づく
　 　　予想販売数量及び予想販売単価は、見積りの不確実性が高く、経営計画の前提となっている販
　　 　売数量や販売単価が大幅に減少又は下落した場合は、繰延税金資産の取崩が発生する可能性が
       あります。

３．貸借対照表等注記

     （1）関係会社に対する短期金銭債権         391,719 千円
     （2）関係会社に対する長期金銭債権 1,081,920 千円
     （3）関係会社に対する短期金銭債務 33,725 千円
　　 （4）有形固定資産の減価償却累計額　　　 5,473,761 千円
　 　（5）保証債務
　　　　　関係会社の銀行借入等に対する連帯保証 939,410 千円
　　　　　大田市場事務棟空調設備共同利用団体の
          リース債務に対する連帯保証 503,816 千円
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東京青果株式会社

４．税効果会計に関する注記

　　 （1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　 　　　 繰延税金資産

賞与引当金 84,942 千円

未払事業税 38,450

退職給付引当金 406,921

役員退職慰労引当金 112,808

その他有価証券評価差額金 16,696

貸倒引当金 22,234

ゴルフ会員権評価損 33,796

投資有価証券評価損 67,201

減損損失 621,364

関係会社株式評価損 215,415

その他 107,293

繰延税金資産小計 1,727,123

評価性引当額 △948,222

繰延税金資産合計 778,900

　 　繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 △265,074

収用等資産圧縮積立金 △99,316

その他有価証券評価差額金 △619,859

その他 △355

繰延税金負債合計 △984,605

繰延税金資産の純額 △205,704

　　 （2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

 差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5%

評価性引当額増減 △0.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.0%
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東京青果株式会社

５．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

会社等の 議決権等の所有 取引金額 期末残高
名称 (被所有)割合 (千円) (千円)

　所有 資金の貸付 (※1) - 貸付金 505,960 
　直接　100.0％ 債務保証（※2） 939,410 － －

大田市場ﾛｼﾞｽ 　所有
ﾃｨｸｽｾﾝﾀｰ㈱ 　直接　100.0％

取引条件及び取引条件の決定方針等
（※1）東一川崎中央青果（株）に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（※2）東一川崎中央青果（株）の銀行借入及び仕入債務に対する連帯保証であります。
（※3）大田市場ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽｾﾝﾀｰ（株）に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており

           ます。

６．1株当たり情報に関する注記
   （1）1株当たり純資産額 3,331円22銭
   （2）1株当たり当期純利益金額 217円77銭

７.当期純利益 2,081,890 千円

種類 関連当事者との関係 取引の内容 科　　目

子会社
東 一 川 崎
中 央 青 果 ㈱

資金の貸付
債務保証

子会社
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 (※3) - 貸付金 850,000 
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